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 九州経済は、好調な半導体・自動車関連産業に支えられ熊本地震前を超える水準で推
移。他方、グループ補助金アンケート結果からは、新型コロナウイルス感染症の影響
等もあり、被災事業者の一部は依然として厳しい経営状況にあることがうかがえる。

 こうした状況を踏まえ、当局では今後下記３点を重点的に取り組む。

①新たな自然災害からの復旧・復興支援
熊本地震に続いて「令和２年７月豪雨」により熊本県、大分県を中心に大規模な被
害が発生。新型コロナウイルス感染症の影響と併せて、いわゆる３重苦となってい
る被災事業者も多数。こうした事業者には令和２年７月豪雨で措置された支援策
（「なりわい再建支援補助金」等）の活用を促し、速やかな復旧・復興を後押しす
る。

②創造的復興につながる中小企業等の取組支援
「中小企業等事業再構築促進補助金」等の活用を通じて、ウィズコロナ・ポストコロ
ナ時代に対応した創造的復興につながる中小企業等の取組を支援する。

③ＢＣＰ・事業継続力強化計画の更なる普及啓発
九州域内では熊本地震以降も大規模な自然災害が続いており、各事業者の防災・減
災に向けた更なる取組が不可欠。このため、ＢＣＰや事業継続力強化計画（熊本
県・大分県の認定数は計４４４件（令和３年３月末現在））の策定拡大に向けて更
なる普及啓発を推進する。
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その他参考資料



（参考①）九州経済産業局の初動対応
 平成28年4月14日（前震発生直後）、九州経済産業局災害対策本部を設置。
電力・ガス・石油・中小企業等の被害情報の収集、職員の安否確認を開始。

 4月15日、九州経済産業局中小企業課に特別相談窓口設置。
 4月17日から政府現地対策本部（熊本県庁内）に職員を派遣。改正された災
害対策基本法（平成24年）に基づき、初めて実施された政府のプッシュ型物
資支援にも携わった。

 4月18日から5月14日までの間、職員が被災地の被害状況、避難住民の様子
を訪問調査（２６回、２９市町村・２５２避難所など）。毎日、現地の支援
要望等を中小企業庁に報告。

 内閣官房副長官をヘッドとして4月17日に設置された「被災者生活支援チー
ム」の一員として、被災自治体へ職員を派遣（派遣先：熊本市、八代市）。
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本資料のお問い合わせ先

九州経済産業局 産業部 中小企業課 復興推進室
〒812-8546
福岡市博多区博多駅東２－１１－１
福岡合同庁舎 本館７階
ＴＥＬ：０９２－４８２－５４８８
ＦＡＸ：０９２－４８２－５３９３
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